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高等教育機会階層差の構造と変動

―対数線形モデルを用いた進学機会の質的分断線の検討(1)― 

濱本 真一

（立教大学）

【論文要旨】

多くの研究によって、高等教育段階の進学確率だけでなく、どのようなタイプの学校に進

学するのかも出身家庭背景に影響を受けていることが指摘されてきた。しかしこれまで、複

線型の体系を持つ高等教育機会をどうカテゴリ化して分析するかには統一的な基準はなく、

各々の研究で独自の区分が用いられてきた。本論は、出身階層による教育達成の不平等の観

点から見てどのようなカテゴリ化によって階層と教育の関係が明確になるのかを検討し、妥

当な質的差異の分断線を定める。分析は潜在クラスを用いた対数線形モデルによって、階層

×学歴の関連を検討する。その際、学歴のカテゴリ化を示す複数のデザイン行列を用い、複

数の教育機関を分割・統合したモデルのうち、最も当てはまりがよいものを探索する。

分析の結果、男性に関しては「銘柄大学／非銘柄大学／短大専門」という分割が最もよい

適合を示し、4 年制大学内部での質的格差の顕在が明らかとなった。女性では「4 年制大学

／短大／専門学校」の区分が最適であった。戦後の女子高等教育のメインであった短大が独

自の階層的意味を持っていた。学歴分断線の世代変化を検討した結果、男性に見られた 4 年

制大学内の質的格差は若年世代に生じたものであり、女性は 4 大シフトに伴い大学と短大が

階層的に切り離され、若い世代では「大学／短大以下」というシンプルな構造に集約した。 

キーワード：教育機会不平等・質的格差・対数線形モデル

1．はじめに 

本論の目的は高等教育機会の不平等の分断線を明らかにすることである。（教育）社会学の

中で教育機会・達成の不平等は長らく中心的なテーマであり、これまで多くの研究が、様々

な観点から出身階層による教育達成の不平等を明らかにしてきた。中でも Mare(1980)に端を

発するトランジションアプローチが注目を集めた。これは、個人が最終的に得た学歴（教育

年数）の違いではなく、特定の学校段階の移行（中学卒業→高校進学、高校卒業→大学進学

など）に着目し、その成否の確率が出身家庭背景によって条件づけられているというもので

ある( 2)。 

(1) 本研究の分析にあたって、社会階層と社会移動全国調査データ管理委員会より、2015 年 SSM 調査およ

び 2005 年 SSM 調査の個票データ（2015 年調査データは 2017 年 2 月 27 日配布 v070 データ）の利用許

可を得ています。本研究は、JSPS 科研費 JP25000001 の助成を受けた「少子高齢化からみる階層構造

の変容と格差生成メカニズムに関する総合的研究」の研究成果の一部です。
(2) Mare (1980) は出身家庭背景の影響力が後期（高等教育移行時）よりも前期（中等教育移行時）におい

て強く働くという「階層効果逓減現象」の発見で知られている(Blossfeld and Shavit 1993)。
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これ以降、高等教育段階への移行（高校卒業時の進路）での階層間格差研究も多く蓄積さ

れている。さらに Breen and Jonsson (2000) の多項トランジションアプローチ以降は、単に進

学するか否かではなく、どのような学校に進学するのかという高等教育機会の質的側面に関

する注目も集まっている。日本の高等教育も制度的に複数の形態を持ち、単純な「進学／非

進学」以外にも様々な分断線によって「学歴」がとらえられ、どの高等教育機関に進学する

かに出身家庭背景の影響力が潜んでいることも明らかにされてきた。

 これまでの教育機会格差研究では様々な学歴の「分断線」が指摘されてきた。日本の高等

教育をカテゴライズする方法はいくつも考えられる。学校教育法の指定に従えば、その根拠

となる条文から高等教育進学者は「大学／短大／専門学校」というように区分される。また、

欧米の研究で多く用いられる academic/vocational の区分(Karlson 2011 など)を日本の高等教育

に当てはめれば、「(4 年制)大学／短大・専門学校」と区分されるだろう。4 年制大学の中で

も入試難易度や社会的な威信等によって区別を設ければ、「銘柄大学／一般大学」のような区

別ができる（尾嶋 1990，荒牧 2000，2016）。さらに、学費負担等によって区分すれば、「国公

立大学／私立大学」の区別もできる。このように、高等教育機関内に様々な質的な分断線を

設定できるが、どの区分設定がふさわしいのかという統一的な見解はない。

 本論では、様々な基準によって設定される高等教育機会の分断線のうち、どれが最も妥当

であるのかを検討する。何をもって「妥当」とするかは議論の分かれるところであるが、本

研究では、教育機会の階層間格差の視点から学歴の分断線を再定義する。つまり複数の学歴

分断線候補のうち、どれを用いたときに出身階層と教育機会の関係がより明確になり、社会

状態をより反映できるのかが検討課題である。

2．日本の高等教育機会のとらえ方 

日本の高等教育進学率は、戦後まもなくの 8%（男性 13.3%，女性 2.4%）から、2000 年代

では 50%程度まで上昇した。進学率の上昇に伴って教育機会の階層間格差がどのように変化

してきたのかはこれまでの教育機会格差研究でも多くの関心を集めている。Mare (1980) が

教育機会の配分の原理と分布の原理を明確にし、学歴の分布の変化は階層による学歴の配分

の原理を変化させることを意味しないということを示して以降、日本においても教育年数を

指標とする教育達成から、ある段階の学校段階移行に焦点が変化してきた。日本の高等教育

は、主に 4 年制大学、短期大学、専門学校（専修学校の専門課程）から構成される。中でも

4 年制大学もしくは短期大学に進学することで高等教育機会がとらえられることが多い。大

学・短大に進むか否かの一点のみを重視する見方（吉川 2006）などが代表的である。一方で

高等教育機会の内部格差をとらえる視点が Breen and Jonsson (2000), Lucas(2001)などによっ

て提示されて以降、大学と短大を区別して複線型の機会格差を認める方法（Ishida 2007，三
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輪 2008 など）によって、各機関に異なる階層間格差が存在することが示されてきた。短大と

大学などの制度的に異なる教育機関に順序関係を仮定する方法（Breen et al. 2009 近藤・古田

2011 など）も同様の考え方である。 

さらに尾嶋（1990）では（男子に限った分析ではあるが）「進学／非進学」だけでなく、「旧

帝大を中心とした歴史も古く威信の高い大学群」を「全国大学」としてまとめ、「全国大学」

への進学に対する出身家庭背景の影響力が世代を経て強くなっていることを示している。

その後の研究においても、高等教育機会に質的な分化があるという認識は共有されてきた。

「全国大学」「銘柄大学」など様々な呼称があるものの、比較的歴史が古く社会的威信や入学

難易度の高い大学は、そうでない大学（戦後に設立された私大を中心とする 4 年制大学）に

進学することとは個人の地位達成過程、また階層再生産において異なる意味を持っていると

いう見方である。一方で、その分類基準は論者によってかなりの違いがある。たとえば、中

西（2000）では、天野（1984）の大学分類をもとに、4 年制大学に A,B,C の順位を付け、短

大専門、非進学を合わせた 5 分類を用いている。また西丸(2008) は、高等教育機関を旧帝国・

官立大学や上位私立大を中心とする大学 A、国公立大学と都市部の有名私大で構成される大

学 B、そのほかの私大、短大・高専・専門学校、高卒相当の 5 分類に分け、それぞれに 5~1

の等間隔スコアをあてている。米澤（2008）は「大学名不明」を含む 10 分類を用いている。 

様々な分類方法によって高等教育機会に潜む多様な階層間格差がとらえられてきたが、ど

の分類方法を採用するかには統一的な基準があるわけではなく、研究者が各々の目的に沿っ

て分割・統合を行ってきた。質的差異を強調した分類方法において共通しているのは、高等

教育機関の中に 4 年制大学と短大専門などの制度的な分断線があるだけでなく、4 年制大学

の中にも質的な違いを認めている点である。一方で短大や専門学校の扱い方に関しては、専

門学校は進学しないことと同義とするものや、短大と専門をひとくくりにするものなど、そ

れぞれ大きく異なる。分類方法を粗くしすぎると、本来は大きな違いがあるはずの教育機関

を同じものとみなしてしまい、重要な階層による分断線を見逃してしまう恐れがある。逆に

細かすぎる分類方法は、同じとみなしてよい教育機関を分割し、いたずらに分断線を強調し、

かえって教育機会の格差構造を不透明なものにしてしまう。本論では、「高等教育機会のどこ

に階層間格差があるのか」という問いに対して、あらかじめ定めた分類方法による格差の大

きさを検証するのではなく、階層間格差を最も鮮明に捉えるための分類方法を探索すること

を通じて検証していく。

3．分析方法・データ 

3.1 分析モデル 

以上の分析課題を受け、本論では、出身家庭背景の影響力という観点から、高等教育機関
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の分断線を検討する。具体的には、潜在クラスを用いた対数線形モデルによって、どのよう

な学歴区分を用いた時に出身階層との関係が明確に捉えられるかを検討する。階層変数 X と

学歴（学校歴）Y のクロス表に対して、学歴の区分を示す複数のデザイン行列を使用し、最

も当てはまりがよいものを最適な学歴区分とする。分析モデルの主要な部分は以下の通り。

log𝐹𝐹𝑥𝑥𝑥𝑥 = 𝜇𝜇0 + 𝜇𝜇𝑥𝑥𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑥𝑥𝑌𝑌 + 𝛽𝛽𝑖𝑖𝜈𝜈𝑖𝑖𝑋𝑋𝑌𝑌  

左辺の𝐹𝐹𝑥𝑥𝑥𝑥は 2 元クロス表 XY のセル xy における度数、右辺の 1~3 項は対数線形モデルにお

ける main effect, 行効果、列効果を示すパラメータである。第 4 項には一般的な対数線形モ

デルで用いる交互作用𝜇𝜇𝑥𝑥𝑥𝑥𝑋𝑋𝑌𝑌の代わりに、デザイン行列𝜈𝜈𝑖𝑖𝑋𝑋𝑌𝑌と、それに対応するパラメータ𝛽𝛽𝑖𝑖を

用いている。𝜈𝜈𝑖𝑖𝑋𝑋𝑌𝑌は任意に指定するデザイン行列のセル i の値、𝛽𝛽𝑖𝑖は推定されるセル i でのパ

ラメータである( 3)。デザイン行列𝜈𝜈𝑖𝑖𝑋𝑋𝑌𝑌の形と推定されるパラメータ𝛽𝛽𝑖𝑖の検討が本論のメインで

ある。高等教育機関のグルーピングを示す複数のデザイン行列を用意し、どれが最も現実の

データを再現できるのかを検討していく。

2.2 データと変数 

データは 2005 年 SSM 日本調査(面接票)および 2015 年 SSM 調査（面接表）の合併データ

を用いる。「階層」が示すものは多元的であり（今田・原 1979；近藤・古田 2009）、出身家庭

背景に関する多くの変数が各々独自の意味を持ちながら子供の教育に影響している。階層変

数としては親の学歴、職業、家庭の経済状況などが大きな要因になることが想像できる。一

方これらの変数は密に関係しあいながら分布している。本論の主たる目的は、あくまでも学

歴との関係のパターンを描き出すことがメインであるため、単純な処理ではあるが、階層変

数 X は、父学歴 H（中卒以下/高卒/短大以上）と父職業 8 分類 I（15 歳時）、および 15 歳時

(3) デザイン行列を用いた対数線形モデルに関しては Powers and Xie (2008) など。

図 1 出生コーホートごとの同世代進学率 
（学校基本調査より）
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暮らし向き K（5 段階）からなる 2 カテゴリの潜在クラスを 1 つ抽出して用いる。潜在クラ

スを用いることによって、2 つの変数の組合せからなる潜在的に階層の高い群と低い群を定

義し、デザイン行列の行変数として利用する( 4)。

学歴 Y は、個人が高校を卒業した直後に進学した教育機関を 7 つに分類したものを用い

る。具体的には、（国公立大学 A，国公立大学 B，私立大学 A，私立大学 B，短期大学，専門

学校，非進学）の 7 分類である。国立大学と私立大学は、入試難易度や社会的威信の高い大

学群をそれぞれ A とし( 5)、それ以外を B とした（荒牧 2008）。また、世代間での高等教育進

学率の影響を統制するため、回答者の出生年 C を 4 つ（1935~50 年生まれ=1，1951~60 年生

まれ=2，1961~70 年生まれ=3，1971~95 年生まれ=4）に区分し、交互作用[CY]を投入する。

出生コーホートと進学率の関係を示すと図 1 のようになる。第 1 世代は男女ともに進学率が

低かった世代、第 2 世代は男性を中心に進学率が急激に上昇した世代、第 3 世代は男女とも

に進学率が平原化した世代、第 4 世代は再び進学率が上昇し、女子の進学が 4 年制大学にシ

フトしていった世代である。これらは、学歴分断線の世代間変化の検討にも用いる。高校卒

業後のトランジションがない中卒者および高等専門学校進学者を除き、サンプルサイズは男

性で 4,001，女性は 4,830 である。 

3.3 デザイン行列 

以上の基本モデルに対し、階層[X]×学歴[Y]に対して、複数のデザイン行列を用意し、そ

れぞれの当てはまりの良さを BIC 基準で検討する。デザイン行列は例えば以下のようなもの

を用いる。行は階層、列は学歴を示している。

X Y 国立

A 
国立

B 
私立

A 
私立

B 
短大 専門 非進学

階層 1 1 1 1 1 2 2 0 
式(1) 

階層 2 0 0 0 0 0 0 0 
この行列では階層 1 の国公立大学、私立大学に同じ番号 1 が割り当てられ、短大と専門学

校にも同じ番号 2 が割り当てられている。これが示すのは、国公私立を含めた 4 年制大学へ

の進学に対して共通の階層効果を設定し、これとは別に短大・専門学校に共通の階層効果を

設定するということである。このように、同じ数字が割り当てられた箇所は同じカテゴリに

含まれ、同じパラメータ（階層効果）が推定される。式１の行列を用いるということは、「4

(4) 潜在クラスを用いた階層の抽出では、いくつのカテゴリを設定することが最も妥当なのかを、適合度に

よって検討することも可能であるが、本論の目的からは逸れるため最もシンプルな分割である 2 カテゴ

リとした。潜在クラスの次元数およびカテゴリ数を固定すると、多くの変数を加えて階層を定義するこ

とは大きなメリットを持たないため、これまでの研究で共通して用いられ、使用するデータに完備され

ている 2 変数を用いる。
(5) 大学 A とカテゴライズした大学名は以下のとおりである。国公立 A は、北海道、東北、筑波、千葉、

東京、東京外国語、一橋、横浜国立、東京工業、金沢、名古屋、京都、大阪、大阪外国語、神戸、岡

山、広島、九州、熊本、東京都立、横浜市立、大阪市立、大阪府立、神戸市立外国語の 24 大学。私立 A
は、青山学院、学習院、慶應義塾、国際基督教、上智、立教、早稲田、同志社、立命館、関西、関西学

院の 11 大学。ともに全 4 年制大学の医・歯・薬学系学科を含む。 
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年制大／短大専門／非進学」というような 2 つの学歴分断線を仮定することと同じである。

このように、同じ番号に同じ大きさの階層効果を設定することで、7 つの学歴分類をそれよ

り簡素なカテゴリに分類し、階層による学歴の分断線として最も適切なものを探索していく。 

大学・短大への「進学／非進学」の分断線を最重視しこれにのみ焦点を当てた吉川（2006）

は、このデザイン行列の 1 行目に[1 1 1 1 1 0 0 ]というパターンを仮定したことと同

義である。同様に、4 年制大学と短大を区別した Ishida (2007) は[1 1 1 1 2 0 0 ]、大

学に設置主体の別および質的差異を認めた荒牧（2008）ならば[1 2 1 3 4 4 0 ]の構造

をそれぞれ仮定したことと一致する。

デザイン行列は、4 年制大学に関するパターンと短大・専門学校に関するパターンに分割

して作成する。まず、4 年制大学に関するパターンは、国公立と私立の間に階層差があるか、

銘 柄 大 と 非 銘 柄 大 の 間 に 階 層 差 が あ る か を 組 み 合 わ せ て 、

[1 1 1 1 ], [1 1 2 2 ], [1 2 1 2 ], [1 2 1 3 ]の 4 つのパターンを用いる。短大、

専門学校に関しては、短大と専門学校の間に階層差があるか、短大・専門学校と非進学の間

に階層差があるか、短大と 4 年制大学の間に階層差があるかを検討するため

[0 0 ], [1 0 ], [1 1 ], [2 0 ], [2 2 ], [2 3 ]の 7 パターンを用意する。ここでの数字は 4 年制

大学のパターンが[1 1 1 1 ]であったときの短大専門のパターンを示す。すなわち 1 は 4

年制大学のパターン分けのうち私大 B が属すカテゴリに含まれることを意味し、2 は私大 B

カテゴリ＋1、3 は私大 B カテゴリ＋2 を意味する。0 は非進学カテゴリと同等であることを

意味する。4 年制大学 4 パターン×短大専門 7 パターンの組合せに加えて、Null モデル

[0 0 0 0 0 0 0 ]（進学に階層差が一切ない）と飽和モデル[1 2 3 4 5 6 0 ]（す

べての進学先に異なる固有の階層効果）を加えた 30 のデザイン行列（表 2）を用いた対数線

形モデルの結果のうち、最も当てはまりがよいものを探索していく。

表 2 検討する分化のパターン 

パターン 対応する先行研究 パターン 対応する先行研究

国
A 

国
B 

私
A 

私
B 

短
大

専
門

非

進
学

国
A 

国
B 

私
A 

私
B 

短
大

専
門

非

進
学

Null 0 0 0 0 0 0 0 無効果

11 1 1 1 1 0 0 0 31 1 2 1 2 0 0 0 尾嶋(1990) 
12 1 1 1 1 1 0 0 吉川(2006) 32 1 2 1 2 2 0 0 
13 1 1 1 1 2 0 0 Ishida(2007) 33 1 2 1 2 3 0 0 鹿又(2014) 
14 1 1 1 1 1 1 0 34 1 2 1 2 2 2 0 
15 1 1 1 1 1 2 0 35 1 2 1 2 2 3 0 
16 1 1 1 1 2 2 0 36 1 2 1 2 3 3 0 
17 1 1 1 1 2 3 0 37 1 2 1 2 3 4 0 濱中・米澤(2011) 
21 1 1 2 2 0 0 0 41 1 2 1 3 0 0 0 
22 1 1 2 2 2 0 0 42 1 2 1 3 3 0 0 
23 1 1 2 2 3 0 0 43 1 2 1 3 4 0 0 
24 1 1 2 2 2 2 0 44 1 2 1 3 3 3 0 
25 1 1 2 2 2 3 0 45 1 2 1 3 3 4 0 
26 1 1 2 2 3 3 0 46 1 2 1 3 4 4 0 荒牧(2008) 
27 1 1 2 2 3 4 0 荒牧(2008) 47 1 2 1 3 4 5 0 
（注）式 1 の行列のうち 1 行目のみを表示 full 1 2 3 4 5 6 0 
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4．分析結果 

4.1 学歴分断線 

表 3 が各モデルの推定したパラメータの数と BIC である( 6)。これを見ると男性ではモデル

36（国公私立 A／国公私立 B／短大専門／非進学）の 4 分類、女性はモデル 17（国私立 AB

／短大／専門／非進学）の 4 分類において最もよい適合度を示した。男女それぞれの最適モ

デルと隣接するモデル( 7)の適合度𝐿𝐿2を表 4 に示した。ともに隣接する下位モデル（制約の強

いモデル）からは適合度が有意に改善し、上位モデル（独自推定パラメータを増やし制約を

緩和したモデル）および飽和モデルとの適合度の差は小さく、十分に適合的なモデルといっ

てよい。

男女別に最適モデルを見ていく。まず最適なモデルにおいて抽出された潜在的クラスの特

徴を図 2~5 に示す。これを見ると、構成割合、および父職、父学歴、暮らし向きの条件付き

応答確率ともに、男女で大きな差はない。クラス 1 の条件付き応答確率は、職業では専門・

管理・事務を中心としたホワイトカラー職、学歴では高卒以上、暮らし向きは豊か・やや豊

かで大きい。一方クラス 2 の条件付き応答確率は対照的に、ブルーカラー、中学以下、やや

貧しい・貧しい層が多くの割合を占めている。ここから、クラス 1 が比較的有利な階層、ク

ラス 2 が不利な階層というような 2 クラスで構成されるとみなせる。そのほかのモデルに関

しても、細かな数値の違いはあるが、構成割合、条件付き応答確率ともに大きく異なる潜在

クラスは抽出されなかった。

次に階層による進学格差を確認する。最適なモデルでは、男性では、国公立と私立の別は

階層に影響を受けておらず、重要なのは A 群に進学するか B 群に進学するかである。また、

短大と専門学校は階層的には同じ区分に属している。推定されたパラメータを図 6 で確認す

る。図 6 は、階層 1（有利な階層）の各高等教育機関への進学確率の対数オッズ比（非進学

基準）である。これを見ると、4 年制 A 群、4 年制 B 群、短大専門の順に大きくなっており

（いずれも統計的に有意）、学歴の区分に対して傾斜的な階層効果が存在することがわかる。

一方女性は、4 年制大学の内部的な分化構造には階層の影響力はなく、非 4 年制大学の中で

明確な階層差がある。女性の場合は短大が主な高等教育のチャネルであったことから、短大

進学に関しては 4 年制大学とも専門学校とも異なる、独自の階層的な意味を持っていること

がうかがえる。パラメータを見ると(図 7)、男性とは区分は違うものの、順序的な階層効果が 

(6) 推定はℓEM1.0を用いて行った。ここで用いた指標に関して、

𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝐿𝐿2 − 𝑑𝑑𝑑𝑑 × log𝑁𝑁 ,   𝐿𝐿2 = 2�𝑛𝑛𝑖𝑖
𝑖𝑖

log �
𝑛𝑛𝑖𝑖
𝑛𝑛�𝑖𝑖
� 

である。ここで，𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑁𝑁,𝑛𝑛𝑖𝑖 ,𝑛𝑛�𝑖𝑖は、それぞれ推定に用いなかった自由度、総度数、分割表のセル i における

観測度数、および同期待度数である。
(7) モデル 36 の包含関係は、11 ⊂ (31,16) ⊂ 36また、14 ⊂ (16,34) ⊂ 36 ⊂ (37,46) ⊂ 47となっている。この

うち、1 つの制約を追加または外すことによって 36 と同等になる 16，31，34，46，37 を「隣接するモデ

ル」として適合度検定を行った。女性に関しても同じロジックで 17 との隣接モデルを定義している。
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表 4 適合度の検定

𝐿𝐿2 #par vs (𝐿𝐿2) 𝛥𝛥𝐿𝐿2 Δdf 

男
性

36 最適モデル 3400.0941 60 -- -- -- -- 

16 3410.9765 10.8824 1 .001 

31 3453.237 53.1429 1 .000 

34 3472.5779 72.4838 1 .000 

37 上位モデル 3399.6831 61 36 0.4110 1 .521 

46 上位モデル 3399.9224 61 36 0.1717 1 .679 

f Full モデル 3399.3849 63 36 0.7092 3 .871 

女
性

17 最適モデル 3508.2895 60 -- -- -- -- 

13 3572.7836 64.4941 1 .000 

15 3542.0039 33.7144 1 .000 

16 3589.3473 81.0578 1 .000 

27 上位モデル 3508.2894 61 17 0.0001 1 .992 

37 上位モデル 3505.6724 61 17 2.6171 1 .106 

f Full モデル 3504.5984 63 17 3.6911 3 .297 

表 3 パターンごとの適合度 
パターン 国 A 国 B 私 A 私 B 短大 専門 非進 #par BIC 男性 BIC 女性 

Null 0 0 0 0 0 0 0 57 -23299.887 -23785.306

11 1 1 1 1 0 0 0 58 -23915.384 -24137.557
12 1 1 1 1 1 0 0 58 -23889.570 -24395.525
13 1 1 1 1 2 0 0 59 -23911.441 -24419.802
14 1 1 1 1 1 1 0 58 -23878.858 -24280.418
15 1 1 1 1 1 2 0 59 -23930.704 -24450.582
16 1 1 1 1 2 2 0 59 -23960.212 -24403.239
17 1 1 1 1 2 3 0 60 -23952.367 -24475.814   

21 1 1 2 2 0 0 0 59 -23907.191 -24129.338
22 1 1 2 2 2 0 0 59 -23882.603 -24393.101
23 1 1 2 2 3 0 0 60 -23903.250 -24411.328
24 1 1 2 2 2 2 0 59 -23877.670 -24301.225
25 1 1 2 2 2 3 0 60 -23923.667 -24447.887
26 1 1 2 2 3 3 0 60 -23952.009 -24394.771
27 1 1 2 2 3 4 0 61 -23944.162 -24467.331

31 1 2 1 2 0 0 0 59 -23917.952 -24132.757
32 1 2 1 2 2 0 0 59 -23897.477 -24399.572
33 1 2 1 2 3 0 0 60 -23914.057 -24414.113
34 1 2 1 2 2 2 0 59 -23898.611 -24307.702
35 1 2 1 2 2 3 0 60 -23938.466 -24454.417
36 1 2 1 2 3 3 0 60 -23962.800 -24397.604
37 1 2 1 2 3 4 0 61 -23954.917 -24469.948

          

41 1 2 1 3 0 0 0 60 -23909.800 -24124.982
42 1 2 1 3 3 0 0 60 -23889.293 -24397.097
43 1 2 1 3 4 0 0 61 -23905.902 -24405.864
44 1 2 1 3 3 3 0 60 -23892.961 -24323.807
45 1 2 1 3 3 4 0 61 -23930.253 -24451.711
46 1 2 1 3 4 4 0 61 -23954.678 -24389.357
47 1 2 1 3 4 5 0 62 -23946.797 -24461.614

Full 1 2 3 4 5 6 0 63 -23938.627 -24454.057
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確認されるのは共通している。

男性と女性では異なる区分が検出された。日本の戦後教育制度は男女共学を一つの理念と

してきたが、高等教育に関しては、男性は主として 4 年制大学へ進学し、4 年制大学へ進学

する女性は一定数いるものの主な高等教育を短期大学が担ってきた。「教育機会の階層差」は

性別によって異なる様相を呈している。

4.2 学歴分断線変動の検討 

ここまでの分析は、教育機会の分断構造が戦後世代で一貫しているという仮定のもとの分

析である。先に示したように、戦後の高等教育機会は 4 年制大学への進学率の上昇、女性の

図 2 潜在的階層変数の構成比 図 3 階層ごとの父学歴の条件付き応答確率 

図 4 階層ごとの父職の条件付き応答確率 図 5 階層ごとの暮らし向き応答確率 

図 6 階層効果（男性） 図 7 階層効果（女性） 
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4 大シフトなど、量的にも質的にも大きな変容を遂げて推移してきた。この長期的な趨勢に

対して、格差の大きさが緩やかに減少してきた（近藤・古田 2011）、短大への階層差が顕著な

世代があった（Ishida 2007）、質的格差の大きさは変化していない（荒牧 2000）等の知見が報

告されている。世代間での格差の大きさの変動に関しては多くの蓄積があるものの、それら

はすべて学歴の境界が世代を通じて位置にあることを仮定している。教育機会の量的・質的

な構造変動に伴い、高等教育機関の内部分化の意味づけが変容しているという可能性も考え

られる（中澤 2010）。 

最適な分類が戦後世代通じて変化しているのか安定しているのかを検討するため、階層 X、

進学先 Y、に加えコーホート C の交互作用[XYC]にデザイン行列を設定して分析する。式(2)

がデザイン行列の例である。

C X Y 
国立

A 
国立

B 
私立

A 
私立

B 
短大 専門 非進学

世代 1 
階層 1 1 1 1 1 1 1 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 2 
階層 1 2 2 2 2 2 2 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

式(2) 
世代 3 

階層 1 3 4 3 4 5 5 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 4 
階層 1 6 4 6 4 5 5 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

式(2)のようなデザイン行列を用いることで、世代ごとの学歴分断線のパターンと大きさの

変化を仮定できる。式（2）の例では、世代 1 と世代 2 では分断線が進学／非進学にあるのは

共通だが、異なる番号を指定することで、格差の大きさのみが変化していることを仮定して

いる。世代 2 と世代 3 では、パターンが完全に異なる。世代 2 では仮定していない質的格差

が生じ、いずれのパラメータの大きさも世代 2 とは違うという仮定である。世代 3 と世代 4

では分化のパターンは同じだが、一部（国公私立 A）だけ番号が変わり、パラメータの大き

さの変化を許容する。

世代ごとに先に示したパターンのすべてを検討するのは煩雑さが増すため、ここではいく

つかの要素にしぼって検討する。先と同様に、4 年制大学と短大専門のブロックに分けて、

変化のパターンに対する仮説を検討していく。まず、4 年制大学に関しては、男性で見られ

た質的格差が世代を通じて拡大または縮小しているのか（していないのか）の検討を行う。

具体的には、第 1 世代（1935~50 年生）から順番に、各年代の 4 年制大学に関するパターン

の 部 分 行 列 [1 2 1 2 ] を そ れ ぞ れ [1 1 1 1 ], [2 2 2 2 ], [1 4 1 4 ],

[4 2 4 2 ], [4 4 4 4 ], [4 5 4 5 ]と差し替え、異なる部分行列を仮定した際に適合度

の改善があるかを確認する（ここで部分行列の成分を 3 ではなく 4 または 5 としているのは、

短大専門のセル 3 とは異なる区分を識別するためである）。モデルが改善された組合せがあ

ればそれを採用し、続いて第 2 世代の部分行列を変化させる。第 2 世代の部分行列にモデル
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を改善するものがあればそれを採用し、というように、モデルを逐次更新していく。女性に

関しても男性と同様に、部分行列[1 1 1 1 ]を[1 2 1 2 ], [4 4 4 4 ], [1 4 1 4 ],

[4 1 4 1 ], [4 5 4 5 ] に置き換える。さらに女性に関しては私立大学と短大が同等の

価値を持つ可能性を加味し、[1 1 1 2 ]も加えて、同様にモデルを逐次更新する。 

大学の区分のみを変化させ、最も適合度が改善したモデルを式(3)、式(4)に示す（先のデザ

イン行列と変化があった部分だけ強調している）。

男性では、第 1 世代（1935~50 年生）と第 2 世代（1951~60 年生）に関しては質的格差が存在

しないと仮定したときに、もっとも当てはまりが改善した。平均的に見られていた高等教育

間の質的格差は第 3 世代と第 4 世代にのみ特徴的な傾向であったということがうかがえる。 

女性の傾向を見ると、第 1 世代から第 2 世代にかけて異なる 4 年制大学に異なる階層差が

検出されている。第 1 世代においては、国私立大学 B と短大進学は同じ意味を持っていた。

第 2 世代においては国立大学のよび私立大 A の階層効果が変化し、私立大 B の階層効果のみ

短大進学と同程度となった。

式(3)と(4)を所与として、短大と専門学校の区分も変化させ、適合度の改善を見る。男性の

短大専門には [3 3 ]が割り振られているが、これを、同じく第 1 世代から順番に

[2 0 ], [2 2], [2 3 ], [2 4 ], [3 0 ], [3 4 ], [4 0 ], [4 4 ]のいずれかに変化させる（短大や

専門が大学と同じ程度の階層効果を持っている可能性も考慮している）。女性も、短大専門の

[2 3 ]を[1 1 ], [1 0], [1 3 ], [2 0 ], [2 2 ], [2 4 ], [3 3 ], [4 0 ], [4 4 ]のいずれかに変化

させていく。最終的に適合度が最も改善したのが式(5)、式(6)に示すデザイン行列である（BIC

は男性で-23972.987，女性で-24484.304）。 

C X Y 国 A 国 B 私 A 私 B 短大 専門 非進学

世代 1 
階層 1 2 2 2 2 3 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 2 
階層 1 1 1 1 1 3 3 0 

男性
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

式(3) 
世代 3 

階層 1 1 2 1 2 3 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 4 
階層 1 1 2 1 2 3 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

C X Y 国 A 国 B 私 A 私 B 短大 専門 非進学

世代 1 
階層 1 2 2 2 2 2 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 2 
階層 1 1 1 1 2 2 3 0 

女性
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

式(4) 
世代 3 

階層 1 1 1 1 1 2 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 4 
階層 1 1 1 1 1 2 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 
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男性は世代 1 のみ専門学校の階層効果が消失した。一方女性は第 4 世代において短大と専門

学校への階層効果が同じ値になった。機関ごとの階層効果の変化をまとめて図示すると図 8、

図 9 のようになる。男性においては、4 年制大学に進学するか否かの分断線にのみ階層効果

があった世代から、進学率の上昇に伴い短大・専門学校の階層効果が表れ、さらに第 3 世代

以降に質的格差が認められるようになった。質的格差は、銘柄大学群がその地位を維持しな

がらその他の大学への価値が相対的に下がる形で現れている。女性では第 1 世代から第 2 世

代にかけて男性と同様に 4 年制大学への格差が上昇してきた。短大の階層効果を見ると、4

年制大学や私大 B とひとくくりにできた世代から、「4 年制大／短大／専門学校」という制度

的な差異の間に階層差があった世代を経て、専門学校と同程度になっている。女性の高等教

育のメインが短大の時期は、4 年制大学と同程度の階層間格差がみられていたが、大学進学

率の増加はよって大学と短大が階層的に切り離されていく過程をみることができる。4 大シ

フトに伴って、それまでの「4 年制大学／短大／専門学校」という境界が「4 年制大学／短大

専門」というよりシンプルな境界に移行してきたといえる。

C X Y 国 A 国 B 私 A 私 B 短大 専門 非進学

世代 1 
階層 1 2 2 2 2 0 0 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 2 
階層 1 1 1 1 1 2 2 0 

男性
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

式(5) 
世代 3 

階層 1 1 2 1 2 3 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 4 
階層 1 1 2 1 2 3 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 1 階層 1 2 2 2 2 2 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 2 階層 1 1 1 1 2 2 3 0 
女性 階層 2 0 0 0 0 0 0 0 式(6) 

世代 3 階層 1 1 1 1 1 2 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

世代 4 階層 1 1 1 1 1 3 3 0 
階層 2 0 0 0 0 0 0 0 

図 8 階層効果の変動（男性） 図 9 階層効果の変動（女性） 
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5．考察・まとめ 

本論では、出身家庭背景による高等教育機会の格差に関して、格差の大きさの変化ではな

く、格差の現れ方に注目して、高等教育機会のどこに分断線があるのかを検討した。高等教

育は複線化、多様化しており、進学機会をたった一つの分断線で捉えることには難がある。

本論の分析は、階層間格差という観点から見て、高等教育機会というものがどのように捉え

られるのかを検討し、階層によるバリアを見出すものである。分析からは、男女でそれぞれ

異なる複数の学歴分断線が存在し、その形も世代を通じて変化していることが明らかとなっ

た。それぞれの特徴を一言で示すなら、男性では進学率上昇期以降における質的格差、女性

では短大と大学の分離である。

 大学に進むか否かという分断線は男女ともに世代を超えて大きな意味を持っている（吉川

2006）。しかし一方で、質的差異や、短大と大学の違いも、出身階層によって無視できない影

響を受けており、一点に集約できるというモデルは単純化に過ぎるといえよう。苅谷(1995) 

は「「有力大学」は、私立の六年生一貫校の普及とはかかわりなく、戦後教育スタートのかな

り早い時期から、特定の階層出身者の「寡占」状態にあった」（苅谷 1995:70）として私立一

貫校の普及による格差拡大説を退け、また近藤(2000)は高等教育内部の格差が拡大傾向にあ

るとしている。（分析対象や方法が異なるため一概には結論付けられないが）本論の結果はこ

れらの知見とそれぞれ部分的に異なる結果となった。質的格差は戦後一定の姿をとっていた

わけでも線形的な拡大を示したわけでもなく、高等教育機会の拡大に伴って姿を変えてきた。

さらに若年世代における高等教育の内部分化も性別により異なる姿を示している。男性では

4 年制大学内部の質的格差が顕著になる一方で、女性の格差は 4 年制大学か、それ以外か、

という点に集約されていく。ただし 4 年制大学以外の高等教育機関に関する格差も無くなる

ことはなく、依然として進学機会格差として認識されうる。

 最後に本論の課題と展望について述べる。本論での結論には、「今回用いた変数によると」

という留保がつく。今回の分析では、出身階層を示す潜在変数に対してあらかじめ 2 カテゴ

リ 1 次元という制約をかけた。この制約の正当性は今後検討していかなければならない。顕

在変数に関しても母学歴や家族構成など別の階層変数を用いれば意味の異なる別の潜在クラ

スが抽出されうるため、結果の頑健性に不安が残る。また、質的差異を示すために用いた大

学分類もアド･ホックなものであり、これ以外の分類方法によってより階層との関係が鮮明

に描き出されるという可能性も否定できない。階層の次元、カテゴリ数、また大学分類を細

かくしていくと、巨大なクロス表を検討することになり、可能なデザイン行列のパターンも

膨れ上がるため、これらの限界を超えてより詳細な分析を行うためには、あらかじめ既存の

理論仮説に基づいたデザイン行列を用意しなければならない。

以上のような課題を含みつつではあるが、本論はこれまであいまいなまま見過ごされてき
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た高等教育学歴の捉え方を階層間格差の視点から明確にした。少なくとも、4 年制大学を一

くくりにしての分析や 4 年制大学と短大を一くくりにした分析では、重要な分断線が見過ご

されてしまう。また、男性と女性では、戦後一貫して異なる学歴分断線が存在しており、ま

ったく別のゲームであった。Lucas (2001) の Effectively Maintained Inequality (EMI) の主要な

主張は機会の総量が飽和しても、内部の格差は存在し続けるというものである。これに従え

ば、高等教育機会が量的に飽和しても、大学・短大・専門学校といった分化、または銘柄大

学や非銘柄大学といった分化が存在する限り、相対的な格差は減少しないことになる。本論

の分析においても、制度的な分断線(大学／短大／専門学校)は世代を通じてほとんど消失し

ていないが、質的な分断線（大学 A／大学 B）に関しては必ずしも EMI の予測する結果とは

いえない。日本の高等教育進学率は（絶対的な水準で見れば）まだ飽和はしていないため、

EMI の命題の是非を直接検討することはできないが、少なくとも、質的な格差は進学率の飽

和以前にも生じている現象であり、それは進学率の増加による全体のパイが拡大する中での

差異化の効果として確認できる。

 上記の課題を解くひとつの展望として、高校に関する同様の分析が考えられる。日本の高

校進学率はまさに飽和したといってよい。同世代のほとんどが高校を卒業する「高卒当然社

会」（香川・児玉・相澤 2014）にあって、出身階層による「進学／非進学」の格差が消失し、

進学校／非進学校に代表されるような傾斜的な格差が確認され続けていれば、EMI の日本に

おける妥当性も検証できるだろう。

 本論は、教育機会のうち、高等教育の進学機会のみを対象にしたものであるが、階層によ

る分化は高等教育より前の段階すなわち高校や中学校段階から始まっているという主張もあ

る（飯田 2007；濱本 2015）。また、本論の分析では高校を卒業していない人（≒比較的不利

な階層にいる人）は対象から除外しているため、階層効果には何らかの選択バイアスがかか

っている可能性もある。荒牧（2016）は、教育機会格差の捉え方として、スタートとゴール

のみへの注目では不十分であり、個人の教育達成の過程に着目することの重要性を説いてい

る。本論で示した高等教育の分化構造は、個人の教育達成過程の中でどのような意味を持つ

のか、高等教育以前の移行や分化とあわせて読み解くことで、階層による教育分断の構造を

より詳細に解き明かすことが可能になる。
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Structure and Change in Japan’s Postsecondary Differentials: Using Log-Linear 

Modeling to Find Qualitative Barriers to Educational Opportunity 

HAMAMOTO, Shinichi 
Rikkyo University 

A lot of studies on educational inequality show that family background affects the multinomial 
distribution of opportunities beyond the postsecondary transition. These studies, however, do not 
employ unified criteria for the classification of educational institutions. Some studies classify four-
year colleges, universities and junior colleges as a single category, while others distinguish between 
them. This paper aims to find the most appropriate classification of postsecondary education in Japan. 
Employing empirical analysis, we examine which classification enables us most clearly to recognize 
the relationship between family background and educational attainment. 

Using a log-linear model with latent class analysis, we describe the relationship between social 
origin and transition to postsecondary education. In this model, we use several design matrices to 
distinguish and group various postsecondary educational systems. 

The results of this analysis show the following. For men, an important distinction is evident 
between prestigious colleges or universities and non-prestigious ones, and between four-year 
institutions and two-year ones. A qualitative inequality linked with attendance at four-year colleges 
and universities clearly exists. The impact of family background is similarly evident in relation to 
attendance at junior colleges and special training schools. For women, an important distinction is 
evident between four-year and junior colleges, and between junior colleges and special training 
schools. To examine levels of change and stability among these patterns of distinction, additional 
analysis was conducted using a design matrix which explored the interaction between family 
background, educational attainment, and birth cohort. According to the results of this analysis, 
qualitative differentials for men occurred only among the younger generation. For women, barriers 
appeared to form a simple pattern, with the most important distinction in evidence between four-year 
and two-year institutions. 

Key words: educational inequality, qualitative differentials, log linear model 
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